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名古屋記念病院は 464 床の二次救急病院であり、2007 年 3 月に災害拠点病院に認定され

た。しかし当時の病院には災害医療に関する指導者・経験者が全くいない、災害訓練も 2004

年にトリアージ訓練を施行したのみ、災害発生時の規定も周知されていなかった、という問

題点があった。このため、災害教育の必要性を認識し、災害拠点病院の義務を果たすべく名

古屋記念病院がどのように取り組んでいったのか、についてまとめさせていただく。 

 まず目的である。災害対策に対する実績がまったくない二次救急病院において、院内に災

害医療を普及し、専門性の高い医療救護チームを結成する、また実行性のある災害マニュア

ルの作成とアクションカードなどの最新の災害医療システムの導入を目的として設定した。 

方法としては、災害拠点病院認定前の 2007 年 2 月に災害拠点整備プロジェクトが発足

し、①災害医療に関する情報収集と一般市民への啓蒙、②院内災害医療講習会の開催、③災

害医療学習会の参加メンバーの公募、④災害医療学習会の開催と病院公式プロジェクトと

の協働、の 4 つの事業を行った。 

結果である。①に関して、実際に一般市民参加災害医療講演会とシンポジウムを開催し、

現在の名古屋記念病院の災害医療の問題点、および一般市民の名古屋記念病院に対する災

害時の期待と不安について、明確にすることが出来た。②に関しては、全職員対象の院内災

害医療講習会の開催を行った。これにより、職員の災害に対する意識や災害医療に対する学

習意欲などを向上させることが出来、また災害時の疑問も明確にすることが出来た。③に関

しては、災害医療学習会メンバーの募集を行った。これに対し 25 名の応募があり、無事立

ち上げることが出来た。2010 年 7 月時点で 32 名に増加している。④に関しては、定期的

に学習会を行うことで、被害状況チェックリストや災害書道アクションカード、多数傷病者

事故対応マニュアルなどの作成にもつながった。これらは作成のみではなく実際に訓練も

行い、それと同時に医師へのトリアージ講習会も定期的に行われることとなった。 

考察である。名古屋記念病院は災害拠点病院認定時には、院内に災害医療の講習や実習の

経験のある医師は不在で、自発的に災害看護の実習に参加した看護師のみであった。また非

常時のライフラインの確保や情報関連については全く整備されていなかった。さらに、地震

発生時の避難手段のみが記載された広域災害マニュアルは実効性が無く、全てにおいて一

から検討し直す必要があった。そこでまず、名古屋記念病院の現状評価と外部からの災害医

療に関する情報収集を行い、それらに対して SWOT 分析（表１）を行い、短期目標を設定

した。また戦略マップとして災害医療に重要な 4 つの視点（病院機能の視点、情報伝達の視

点、内部業務プロセスの視点、学習と成長の視点）から検討・評価を行い（表２）、未達成

部分の改善に努めた（ただし 4-4 の DMAT 研修は愛知県の事情でしばらく困難であった。）。 



 

           表 1                表 2 

これらの評価からいえることは、立案した戦略は短期間である程度の実効性を持たせる

ことで、指導者不在のなか各職種が一緒に考えて充実させていく、という状況では有効に機

能していた。問題点としては、新たなマンパワーの導入は困難であり現有のスタッフを育て

る努力が必要となるのだが、そのための情報と教育機会が非常に少ないこと、ある程度集中

した訓練や学習機会を持つことが必要であるが、業務の関係から困難であることの二つが

挙げられた。 

限られた時間・物資のなかでの災害医療の充実には、自らの希望で参加した学習会メンバ

ーの向上心と災害への危機感が非常に重要な要素であったと言える。ただしこれらの危機

感がすべての院内スタッフに浸透したとはいえず、今後の課題としては院内への災害医療

の理解と啓蒙のみではなく、さらに一歩進んで、日常業務の一部としての認識や意識付けに

学習会チームが関わっていけるか、について検討している。 

結語である。災害医療に実績のない二次救急病院において、災害に対するスタッフの意識

改革を行うには、多職種からなるチームを結成し、各職種にコアになるスタッフを育成して

いくことが重要となる。 

 


